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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）１００重量部に対して、屈折率（ｎｄ）が１．
４２～１．６５であるフェニル基含有シリコーンオイル（Ｂ成分）０．０５～３．０重量
部、およびホスフェート化合物（Ｃ成分）０．０１～２０重量部を含有する難燃性ポリカ
ーボネート樹脂組成物。
【請求項２】
　フェニル基含有シリコーンオイル（Ｂ成分）が、下記式［１］～［４］で示される化合
物よりなる群から選ばれた１種以上のフェニル基含有シリコーンオイルである請求項１記
載の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物。
【化１】

（式中、Ｐｈはフェニル基、ｘ、ｙはそれぞれ０≦ｘ≦１０、１≦ｙ≦１００の範囲の整
数）
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【化２】

（式中、Ｐｈはフェニル基、ｍ、ｎはそれぞれ０≦ｍ≦１０、１≦ｎ≦１００の範囲の整
数）
【化３】

（式中、Ｐｈはフェニル基）
【化４】

（式中、Ｐｈはフェニル基、ｐ、ｑはそれぞれ０≦ｐ≦２５、０≦ｑ≦１００であり、７
～８０重量％のフェニル基含有量を与える整数）
【請求項３】
　難燃剤（Ｃ成分）が下記式（Ｉ）で表されるホスフェート化合物である請求項１に記載
の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物。

【化５】

（式中のＸは、ハイドロキノン、レゾルシノール、ビス（４－ヒドロキシジフェニル）メ
タン、ビスフェノールＡ、ジヒドロキシジフェニル、ジヒドロキシナフタレン、ビス（４
－ヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）ケトンおよびビス（
４－ヒドロキシフェニル）サルファイドからなる群より選ばれるジヒドロキシ化合物より
誘導される二価フェノール残基であり、ｎは０～５の整数であり、またはｎ数の異なるリ
ン酸エステルの混合物の場合はそれらの平均値であり、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、およびＲ４は
それぞれ独立したフェノール、クレゾール、キシレノール、イソプロピルフェノール、ブ
チルフェノールおよびｐ－クミルフェノールからなる群より選ばれるアリール基より誘導
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される一価フェノール残基である。）
【請求項４】
　Ａ成分１００重量部に対して、含フッ素滴下防止剤（Ｄ成分）０．０３～１重量部含有
する請求項１～３のいずれか１項に記載の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物で成形された
成形体。
【請求項６】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物で形成された
テレビ用のベゼル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、透明で且つ耐擦傷性に優れたポリカーボネート樹脂組成物に関するものであ
る。詳しくは、さらに難燃性に優れたポリカーボネート樹脂組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　芳香族ポリカーボネート樹脂は透明性を有し、かつ優れた難燃性、耐熱性および強度を
有することから、広い分野で使用されている。また芳香族ポリカーボネート樹脂、更にこ
れとＡＢＳ樹脂で代表されるグラフト共重合体とのポリマーアロイは、優れた成形性を有
しており、事務機器、電気電子機器、自動車などの幅広い用途に使用されている。
【０００３】
　なかでも、レーザービームプリンター、複写機、及びノートパソコンや液晶テレビ、プ
ロジェクター装置などの事務機器や電気電子機器のハウジングにおいては、更にＵＬ規格
（米国アンダーライターズラボラトリー規格）－９４においてＶ－０に適合するような高
度な難燃性の要求も多く、かかる芳香族ポリカーボネート樹脂とＡＢＳ樹脂で代表される
グラフト共重合体にリン酸エステルを配合した難燃性ポリマーアロイが提案されている。
（特許文献１）
【０００４】
　一方、近年ＯＡ関連部品などでは、感覚的部分を含めたデザインも求められている。し
かしながら、かかる難燃性ポリマーアロイは、成形性、難燃性には優れるものの透明性が
低下する問題があった。透明性低下は、光透過性を落とすだけでなく、感覚的部分を含め
た着色等のデザインの幅が小さくなるという不都合を伴う。逆の見方をすれば、透明性が
維持された材料、すなわち、成形品におけるヘーズの低い材料（透明性が高い材料）は、
感覚的部分を含めたデザインの幅が大きいといえる。具体的には、ヘーズの低い材料につ
いては、染料系着色剤を用いて透明カラー（通称スケルトンカラー）の付与が可能である
し、さらに顔料系色材を組み合わせたり、顔料系色材単独の使用で、半透明カラーや不透
明カラーの付与も可能となる。さらに、光拡散剤添加によって光拡散性の発現が可能で、
添加量の制御により目的のレベルの光拡散性を付与することも可能である。したがって、
透明性低下、すなわち、光線透過率の低下は透明カラーの着色が困難な方向となり、感覚
的な部分を含め、さらに、光拡散性付与も含めた着色全体に関わるデザインの幅を小さく
してしまうことになる。そのため、かかる難燃性ポリマーアロイの透明性については満足
できるものとはいえなかった。また、ＡＢＳ樹脂で代表されるグラフト共重合体を添加し
ない芳香族ポリカーボネート樹脂とリン酸エステルを配合した難燃性ポリマーも提案され
ている。（特許文献２）
【０００５】
　しかしながら、ＯＡ関連部品などでは、透明性と同時に耐久性を高めるという観点から
優れた耐擦傷性も求められている。そのため、この提案では耐久性について満足できるも
のとは言えず、その解決方法についても明確にされていなかった。
【０００６】
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　一方、透明性を損なうことなく耐擦傷性を付与する方法として、芳香族ポリカーボネー
ト樹脂、特定のフェニル基含有シリコーンオイル、ポリカプロラクトンを配合したポリカ
ーボネート樹脂組成物が提案されている。（特許文献３）
【０００７】
　しかしながら、かかる樹脂組成物の難燃性については満足できるものとは言えず、更に
成形性に関しても十分であるとは言えなかった。そのため、かかる技術的課題の解決方法
を十分に開示するものとはいえなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平２－１１５２６２号公報
【特許文献２】特表２００３－５３５１７３号公報
【特許文献３】特許第３４７４３２９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　上記に鑑み本発明の目的はその元来有する透明性を維持しつつ、より高いレベルに改良
された耐擦傷性と難燃性を有するポリカーボネート系樹脂組成物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者は上記課題を解決すべく鋭意検討を行った結果、芳香族ポリカーボネート樹脂
と特定のシリコーンオイルおよび難燃剤を配合したポリカーボネート樹脂組成物が、上記
の課題を解決する樹脂材料であることを見出し、更に検討を進めて本発明を完成した。
【００１１】
　本発明によれば、上記課題は、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）１００重量部に
対して、屈折率（ｎｄ）が１．４２～１．６５であるフェニル基含有シリコーンオイル（
Ｂ成分）０．０５～３．０重量部、好ましくは０．０８～２．０重量部、更に好ましくは
０．１～１．０重量部、および難燃剤（Ｃ成分）０．０１～２０重量部、好ましくは０．
０３～１５重量部、更に好ましくは０．０５～１０重量部を含有することを特徴とする難
燃性ポリカーボネート樹脂組成物が提供される。
　かかる構成の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物は、透明性および難燃性、且つ耐擦傷
性に優れた従来技術にない特性を有する。
【００１２】
　以下、更に本発明の詳細について説明する。
（Ａ成分：芳香族ポリカーボネート系樹脂）
　本発明でＡ成分として使用される芳香族ポリカーボネート系樹脂は、二価フェノールと
カーボネート前駆体とを反応させて得られるものである。反応方法の一例として界面重合
法、溶融エステル交換法、カーボネートプレポリマーの固相エステル交換法、および環状
カーボネート化合物の開環重合法などを挙げることができる。
【００１３】
　ここで使用される二価フェノールの代表的な例としては、ハイドロキノン、レゾルシノ
ール、４，４’－ビフェノール、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、２，
２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン（通称ビスフェノールＡ）、２，２－ビス
（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）ブタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１－フェニルエタン、１，１
－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）ペンタン、４，４’－（ｐ－フェニレンジイソプロピリデン）ジフェノール、４，４
’－（ｍ－フェニレンジイソプロピリデン）ジフェノール、１，１－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）－４－イソプロピルシクロヘキサン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）オキ
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シド、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルフィド、ビス（４－ヒドロキシフェニル）ス
ルホキシド、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（４－ヒドロキシフェニル
）ケトン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）エステル、ビス（４－ヒドロキシ－３－メチ
ルフェニル）スルフィド、９，９－ビス（４－ヒドロキシフェニル）フルオレンおよび９
，９－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）フルオレンなどが挙げられる。好ま
しい二価フェノールは、ビス（４－ヒドロキシフェニル）アルカンであり、なかでも耐衝
撃性の点からビスフェノールＡが特に好ましく、汎用されている。
【００１４】
　本発明では、汎用のポリカーボネートであるビスフェノールＡ系のポリカーボネート以
外にも、他の２価フェノール類を用いて製造した特殊なポリカーボネ－トをＡ成分として
使用することが可能である。
【００１５】
　例えば、２価フェノール成分の一部又は全部として、４，４’－（ｍ－フェニレンジイ
ソプロピリデン）ジフェノール（以下“ＢＰＭ”と略称することがある）、１，１－ビス
（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）
－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン（以下“Ｂｉｓ－ＴＭＣ”と略称することがあ
る）、９，９－ビス（４－ヒドロキシフェニル）フルオレンおよび９，９－ビス（４－ヒ
ドロキシ－３－メチルフェニル）フルオレン（以下“ＢＣＦ”と略称することがある）を
用いたポリカーボネ－ト（単独重合体又は共重合体）は、吸水による寸法変化や形態安定
性の要求が特に厳しい用途に適当である。これらのＢＰＡ以外の２価フェノールは、該ポ
リカーボネートを構成する２価フェノール成分全体の５モル％以上、特に１０モル％以上
、使用するのが好ましい。
【００１６】
　殊に、高剛性かつより良好な耐加水分解性が要求される場合には、樹脂組成物を構成す
るＡ成分が次の（１）～（３）の共重合ポリカーボネートであるのが特に好適である。
（１）該ポリカーボネートを構成する２価フェノール成分１００モル％中、ＢＰＭが２０
～８０モル％（より好適には４０～７５モル％、さらに好適には４５～６５モル％）であ
り、かつＢＣＦが２０～８０モル％（より好適には２５～６０モル％、さらに好適には３
５～５５モル％）である共重合ポリカーボネート。
（２）該ポリカーボネートを構成する２価フェノール成分１００モル％中、ＢＰＡが１０
～９５モル％（より好適には５０～９０モル％、さらに好適には６０～８５モル％）であ
り、かつＢＣＦが５～９０モル％（より好適には１０～５０モル％、さらに好適には１５
～４０モル％）である共重合ポリカーボネート。
（３）該ポリカーボネートを構成する２価フェノール成分１００モル％中、ＢＰＭが２０
～８０モル％（より好適には４０～７５モル％、さらに好適には４５～６５モル％）であ
り、かつＢｉｓ－ＴＭＣが２０～８０モル％（より好適には２５～６０モル％、さらに好
適には３５～５５モル％）である共重合ポリカーボネート。
【００１７】
　これらの特殊なポリカーボネートは、単独で用いてもよく、２種以上を適宜混合して使
用してもよい。また、これらを汎用されているビスフェノールＡ型のポリカーボネートと
混合して使用することもできる。
【００１８】
　これらの特殊なポリカーボネートの製法および特性については、例えば、特開平６－１
７２５０８号公報、特開平８－２７３７０号公報、特開２００１－５５４３５号公報およ
び特開２００２－１１７５８０号公報等に詳しく記載されている。
【００１９】
　なお、上述した各種のポリカーボネートの中でも、共重合組成等を調整して、吸水率お
よびＴｇ（ガラス転移温度）を下記の範囲内にしたものは、ポリマー自体の耐加水分解性
が良好で、かつ成形後の低反り性においても格段に優れているため、形態安定性が要求さ
れる分野では特に好適である。
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（ｉ）吸水率が０．０５～０．１５％、好ましくは０．０６～０．１３％であり、かつＴ
ｇが１２０～１８０℃であるポリカーボネート、あるいは
（ii）Ｔｇが１６０～２５０℃、好ましくは１７０～２３０℃であり、かつ吸水率が０．
１０～０．３０％、好ましくは０．１３～０．３０％、より好ましくは０．１４～０．２
７％であるポリカーボネート。
【００２０】
　ここで、ポリカーボネートの吸水率は、直径４５ｍｍ、厚み３．０ｍｍの円板状試験片
を用い、ＩＳＯ６２－１９８０に準拠して２３℃の水中に２４時間浸漬した後の水分率を
測定した値である。また、Ｔｇ（ガラス転移温度）は、ＪＩＳ Ｋ７１２１に準拠した示
差走査熱量計（ＤＳＣ）測定により求められる値である。
【００２１】
　カーボネート前駆体としてはカルボニルハライド、炭酸ジエステルまたはハロホルメー
トなどが使用され、具体的にはホスゲン、ジフェニルカーボネートまたは二価フェノール
のジハロホルメートなどが挙げられる。
【００２２】
　前記二価フェノールとカーボネート前駆体を界面重合法によって芳香族ポリカーボネー
ト樹脂を製造するに当っては、必要に応じて触媒、末端停止剤、二価フェノールが酸化す
るのを防止するための酸化防止剤などを使用してもよい。また本発明の芳香族ポリカーボ
ネート樹脂は三官能以上の多官能性芳香族化合物を共重合した分岐ポリカーボネート樹脂
、芳香族または脂肪族（脂環式を含む）の二官能性カルボン酸を共重合したポリエステル
カーボネート樹脂、二官能性アルコール（脂環式を含む）を共重合した共重合ポリカーボ
ネート樹脂、並びにかかる二官能性カルボン酸および二官能性アルコールを共に共重合し
たポリエステルカーボネート樹脂を含む。また、得られた芳香族ポリカーボネート樹脂の
２種以上を混合した混合物であってもよい。
【００２３】
　分岐ポリカーボネート樹脂は、本発明の強化芳香族ポリカーボネート樹脂組成物に、ド
リップ防止性能などを付与できる。かかる分岐ポリカーボネート樹脂に使用される三官能
以上の多官能性芳香族化合物としては、フロログルシン、フロログルシド、または４，６
－ジメチル－２，４，６－トリス（４－ヒドロキジフェニル）ヘプテン－２、２，４，６
－トリメチル－２，４，６－トリス（４－ヒドロキシフェニル）ヘプタン、１，３，５－
トリス（４－ヒドロキシフェニル）ベンゼン、１，１，１－トリス（４－ヒドロキシフェ
ニル）エタン、１，１，１－トリス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）エタ
ン、２，６－ビス（２－ヒドロキシ－５－メチルベンジル）－４－メチルフェノール、４
－｛４－［１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エチル］ベンゼン｝－α，α－ジメ
チルベンジルフェノール等のトリスフェノール、テトラ（４－ヒドロキシフェニル）メタ
ン、ビス（２，４－ジヒドロキシフェニル）ケトン、１，４－ビス（４，４－ジヒドロキ
シトリフェニルメチル）ベンゼン、またはトリメリット酸、ピロメリット酸、ベンゾフェ
ノンテトラカルボン酸およびこれらの酸クロライド等が挙げられ、中でも１，１，１－ト
リス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、１，１，１－トリス（３，５－ジメチル－４－
ヒドロキシフェニル）エタンが好ましく、特に１，１，１－トリス（４－ヒドロキシフェ
ニル）エタンが好ましい。
【００２４】
　分岐ポリカーボネートにおける多官能性芳香族化合物から誘導される構成単位は、２価
フェノールから誘導される構成単位とかかる多官能性芳香族化合物から誘導される構成単
位との合計１００モル％中、０．０１～１モル％、好ましくは０．０５～０．９モル％、
特に好ましくは０．０５～０．８モル％である。
【００２５】
　また、特に溶融エステル交換法の場合、副反応として分岐構造単位が生ずる場合がある
が、かかる分岐構造単位量についても、２価フェノールから誘導される構成単位との合計
１００モル％中、０．００１～１モル％、好ましくは０．００５～０．９モル％、特に好
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ましくは０．０１～０．８モル％であるものが好ましい。なお、かかる分岐構造の割合に
ついては１Ｈ－ＮＭＲ測定により算出することが可能である。
【００２６】
　脂肪族の二官能性のカルボン酸は、α，ω－ジカルボン酸が好ましい。脂肪族の二官能
性のカルボン酸としては例えば、セバシン酸（デカン二酸）、ドデカン二酸、テトラデカ
ン二酸、オクタデカン二酸、イコサン二酸などの直鎖飽和脂肪族ジカルボン酸、並びにシ
クロヘキサンジカルボン酸などの脂環族ジカルボン酸が好ましく挙げられる。二官能性ア
ルコールとしては脂環族ジオールがより好適であり、例えばシクロヘキサンジメタノール
、シクロヘキサンジオール、およびトリシクロデカンジメタノールなどが例示される。
　さらにポリオルガノシロキサン単位を共重合した、ポリカーボネート－ポリオルガノシ
ロキサン共重合体の使用も可能である。
【００２７】
　本発明のポリカーボネート樹脂の製造方法である界面重合法、溶融エステル交換法、カ
ーボネートプレポリマー固相エステル交換法、および環状カーボネート化合物の開環重合
法などの反応形式は、各種の文献および特許公報などで良く知られている方法である。
【００２８】
　本発明の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物を製造するにあたり、芳香族ポリカーボネ
ート樹脂の粘度平均分子量（Ｍ）は、特に限定されないが、好ましくは１×１０４～５×
１０４であり、より好ましくは１．４×１０４～３×１０４であり、さらに好ましくは１
．４×１０４～２．４×１０４である。
【００２９】
　粘度平均分子量が１×１０４未満の芳香族ポリカーボネート樹脂では、良好な機械的特
性が得られない。一方、粘度平均分子量が５×１０４を超える芳香族ポリカーボネート樹
脂から得られる樹脂組成物は、射出成形時の流動性に劣る点で汎用性に劣る。
【００３０】
　なお、前記芳香族ポリカーボネート樹脂は、その粘度平均分子量が前記範囲外のものを
混合して得られたものであってもよい。殊に、前記範囲（５×１０４）を超える粘度平均
分子量を有する芳香族ポリカーボネート樹脂は、樹脂のエントロピー弾性が向上する。そ
の結果、強化樹脂材料を構造部材に成形する際に使用されることのあるガスアシスト成形
、および発泡成形において、良好な成形加工性を発現する。かかる成形加工性の改善は前
記分岐ポリカーボネートよりもさらに良好である。より好適な態様としては、Ａ成分が粘
度平均分子量７×１０４～３×１０５の芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ－１－１成分）
、および粘度平均分子量１×１０４～３×１０４の芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ－１
－２成分）からなり、その粘度平均分子量が１．６×１０４～３．５×１０４である芳香
族ポリカーボネート樹脂（Ａ－１成分）（以下、“高分子量成分含有芳香族ポリカーボネ
ート樹脂”と称することがある）も使用できる。
【００３１】
　かかる高分子量成分含有芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ－１成分）において、Ａ－１
－１成分の分子量は７×１０５～２×１０５が好ましく、より好ましくは８×１０４～２
×１０５、さらに好ましくは１×１０５～２×１０５、特に好ましくは１×１０５～１．
６×１０５である。またＡ－１－２成分の分子量は１×１０４～２．５×１０４が好まし
く、より好ましくは１．１×１０４～２．４×１０４、さらに好ましくは１．２×１０４

～２．４×１０４、特に好ましくは１．２×１０４～２．３×１０４である。
【００３２】
　高分子量成分含有芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ－１成分）は前記Ａ－１－１成分と
Ａ－１－２成分を種々の割合で混合し、所定の分子量範囲を満足するよう調整して得るこ
とができる。好ましくは、Ａ－１成分１００重量％中、Ａ－１－１成分が２～４０重量％
の場合であり、より好ましくはＡ－１－１成分が３～３０重量％であり、さらに好ましく
はＡ－１－１成分が４～２０重量％であり、特に好ましくはＡ－１－１成分が５～２０重
量％である。
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【００３３】
　また、Ａ－１成分の調製方法としては、（１）Ａ－１－１成分とＡ－１－２成分とを、
それぞれ独立に重合しこれらを混合する方法、（２）特開平５－３０６３３６号公報に示
される方法に代表される、ＧＰＣ法による分子量分布チャートにおいて複数のポリマーピ
ークを示す芳香族ポリカーボネート樹脂を同一系内において製造する方法を用い、かかる
芳香族ポリカーボネート樹脂を本発明のＡ－１成分の条件を満足するよう製造する方法、
および（３）かかる製造方法（（２）の製造法）により得られた芳香族ポリカーボネート
樹脂と、別途製造されたＡ－１－１成分および／またはＡ－１－２成分とを混合する方法
などを挙げることができる。
【００３４】
　本発明でいう粘度平均分子量は、まず、次式にて算出される比粘度（ηＳＰ）を２０℃
で塩化メチレン１００ｍｌに芳香族ポリカーボネート０．７ｇを溶解した溶液からオスト
ワルド粘度計を用いて求め、
　　比粘度（ηＳＰ）＝（ｔ－ｔ０）／ｔ０

　　［ｔ０は塩化メチレンの落下秒数、ｔは試料溶液の落下秒数］
求められた比粘度（ηＳＰ）から次の数式により粘度平均分子量Ｍを算出する。
　　ηＳＰ／ｃ＝［η］＋０．４５×［η］２ｃ（但し［η］は極限粘度）
　　［η］＝１．２３×１０－４Ｍ０．８３

　　ｃ＝０．７
【００３５】
　尚、本発明の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物における芳香族ポリカーボネート樹脂
の粘度平均分子量の算出は次の要領で行なわれる。すなわち、該組成物を、その２０～３
０倍重量の塩化メチレンと混合し、組成物中の可溶分を溶解させる。かかる可溶分をセラ
イト濾過により採取する。その後得られた溶液中の溶媒を除去する。溶媒除去後の固体を
十分に乾燥し、塩化メチレンに溶解する成分の固体を得る。かかる固体０．７ｇを塩化メ
チレン１００ｍｌに溶解した溶液から、上記と同様にして２０℃における比粘度を求め、
該比粘度から上記と同様にして粘度平均分子量Ｍを算出する。
【００３６】
（Ｂ成分：フェニル基含有シリコーンオイル）
　本発明のフェニル基含有シリコーンオイルは、屈折率（ｎｄ）が１．４２～１．６５の
ものであり、屈折率は１．４３～１．５９が好ましく、１．４４～１．５６がより好まし
く、１．４６～１．５４が最も好ましい。なお、フェニル基含有量は７～８０重量％が好
ましく、３０～７０重量％がより好ましい。ポリカーボネート樹脂にフェニル基含有シリ
コーンオイルを添加した場合、屈折率（ｎｄ）が１．４２未満である場合、得られた組成
物は不透明になり、屈折率（ｎｄ）が１．６５を越えた場合もまた、組成物は不透明にな
る。特に下記式（１）～（４）で示されるフェニル基含有シリコーンオイルが好ましく、
下記式（１）、（２）及び（４）で表される構造中の繰り返し単位はランダムでもブロッ
クでもよい。
【００３７】
【化１】

（式中、Ｐｈはフェニル基、ｘ、ｙはそれぞれ０≦ｘ≦１０、１≦ｙ≦１００の範囲の整
数）
【００３８】
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【化２】

（式中、Ｐｈはフェニル基、ｍ、ｎはそれぞれ０≦ｍ≦１０、１≦ｎ≦１００の範囲の整
数）
【００３９】

【化３】

（式中、Ｐｈはフェニル基）
【００４０】
【化４】

（式中、Ｐｈはフェニル基、ｐ、ｑはそれぞれ０≦ｐ≦２５、０≦ｑ≦１００であり、７
～８０重量％のフェニル基含有量を与える値）
【００４１】
　また、これらのフェニル基含有シリコーンオイルを２種以上用いても良い。更に上記式
（１）のフェニル基含有シリコーンオイルの代表的な市販品としては東レ・ダウコーニン
グ・シリコーン（株）製のメチルフェニルシリコーンオイルＳＨ－７１０（屈折率１．５
３３）があり、容易に入手できる。
【００４２】
（Ｃ成分：難燃剤）
　本発明の難燃剤（Ｃ成分）は、従来芳香族ポリカーボネート樹脂の難燃剤として知られ
る各種の化合物が適用できるが、より好適には、（ｉ）有機リン系難燃剤（例えば、モノ
ホスフェート化合物、ホスフェートオリゴマー化合物、ホスホネートオリゴマー化合物、
ホスホニトリルオリゴマー化合物、およびホスホン酸アミド化合物など）、（ｉｉ）有機
金属塩系難燃剤（例えば有機スルホン酸アルカリ（土類）金属塩、ホウ酸金属塩系難燃剤
、および錫酸金属塩系難燃剤など）、（ｉｉｉ）シリコーン化合物からなるシリコーン系
難燃剤である。尚、難燃剤として使用される化合物の配合は難燃性の向上のみならず、各
化合物の性質に基づき、例えば帯電防止性、流動性、剛性、および熱安定性の向上などが
もたらされる。
【００４３】
（Ｃ－１成分：有機リン系難燃剤）
　本発明の有機リン系難燃剤としては、ホスフェート化合物、特にアリールホスフェート
化合物が好適である。かかるホスフェート化合物は難燃性の向上に効果的であり、かつホ
スフェート化合物は可塑化効果があるため、耐熱性の低下はあるものの本発明の樹脂組成
物の成形加工性を高められる点で有利である。かかるホスフェート化合物は、従来難燃剤
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として公知の各種ホスフェート化合物が使用できるが、より好適には特に下記一般式（Ｉ
）で表される１種または２種以上のホスフェート化合物を挙げることができる。
【００４４】
【化５】

（式中のＸは、ハイドロキノン、レゾルシノール、ビス（４－ヒドロキシジフェニル）メ
タン、ビスフェノールＡ、ジヒドロキシジフェニル、ジヒドロキシナフタレン、ビス（４
－ヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）ケトンおよびビス（
４－ヒドロキシフェニル）サルファイドからなる群より選ばれるジヒドロキシ化合物より
誘導される二価フェノール残基であり、ｎは０～５の整数、またはｎ数の異なるリン酸エ
ステルの混合物の場合はそれらの平均値であり、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、およびＲ４はそれぞ
れ独立したフェノール、クレゾール、キシレノール、イソプロピルフェノール、ブチルフ
ェノール、およびｐ－クミルフェノールからなる群より選ばれるアリール基より誘導され
る一価フェノール残基である。）
【００４５】
　上記式（Ｉ）のホスフェート化合物は、異なるｎ数を有する化合物の混合物であっても
よく、かかる混合物の場合、平均のｎ数は好ましくは０．５～１．５、より好ましくは０
．８～１．２、更に好ましくは０．９５～１．１５、特に好ましくは１～１．１４の範囲
である。
【００４６】
　上記式（Ｉ）のＸを誘導する二価フェノールの好適な具体例としては、レゾルシノール
、ビスフェノールＡ、およびジヒドロキシジフェニルで、中でも好ましくはレゾルシノー
ル、ビスフェノールＡである。
【００４７】
　上記式（Ｉ）のＲ１、Ｒ２、Ｒ３、およびＲ４を誘導する一価フェノールの好適な具体
例としては、フェノール、クレゾール、キシレノール、２，６－ジメチルフェノールで、
中でも好ましくはフェノール、および２，６－ジメチルフェノールである。
【００４８】
　上記式（Ｉ）のホスフェート化合物の具体例としては、トリフェニルホスフェートおよ
びトリ（２，６－キシリル）ホスフェートなどのモノホスフェート化合物、並びにレゾル
シノールビスジ（２，６－キシリル）ホスフェート）を主体とするホスフェートオリゴマ
ー、４，４－ジヒドロキシジフェニルビス（ジフェニルホスフェート）を主体とするホス
フェートオリゴマー、およびビスフェノールＡビス（ジフェニルホスフェート）を主体と
するリン酸エステルオリゴマーが好適で、中でもレゾルシノールビスジ（２，６－キシリ
ル）ホスフェート）を主体とするホスフェートオリゴマー、４，４－ジヒドロキシジフェ
ニルビス（ジフェニルホスフェート）を主体とするホスフェートオリゴマー、およびビス
フェノールＡビス（ジフェニルホスフェート）を主体とするリン酸エステルオリゴマーが
好ましい。
【００４９】
　難燃剤として有機リン系難燃剤を使用する場合、その配合量は、Ａ成分１００重量部に
対して、１～２０重量部であり、好ましくは２～１５重量部、更に好ましくは３～１０重
量部である。かかる好ましい範囲であるほど有機リン系難燃剤の配合により期待される効
果が発揮される。
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【００５０】
　　（Ｃ－２成分：有機金属塩系難燃剤）
　有機金属塩系難燃剤は、耐熱性がほぼ維持される点で有利である。本発明において最も
有利に使用される有機金属塩系難燃剤は、スルホン酸アルカリ（土類）金属塩である。そ
の中でも好ましいのはフッ素置換有機スルホン酸のアルカリ（土類）金属塩であり、特に
好ましいのはパーフルオロアルキル基を有するスルホン酸のアルカリ（土類）金属塩であ
る。ここでパーフルオロアルキル基の炭素数は、１～１８の範囲が好ましく、１～１０の
範囲がより好ましく、更に好ましくは１～８の範囲である。
【００５１】
　フッ素置換有機スルホン酸アルカリ（土類)金属塩の金属イオンを構成する金属は、ア
ルカリ金属あるいはアルカリ土類金属であり、アルカリ金属としてはリチウム、ナトリウ
ム、カリウム、ルビジウムおよびセシウムが挙げられ、アルカリ土類金属としては、ベリ
リウム、マグネシウム、カルシウム、ストロンチウムおよびバリウムが挙げられる。より
好適にはアルカリ金属である。したがって好適な有機金属塩系難燃剤は、パーフルオロア
ルキルスルホン酸アルカリ金属塩である。かかるアルカリ金属の中でも、透明性の要求が
より高い場合にはルビジウムおよびセシウムが好適である一方、これらは汎用的でなくま
た精製もし難いことから、結果的にコストの点で不利となる場合がある。一方、コストや
難燃性の点で有利であるがリチウムおよびナトリウムは逆に透明性の点で不利な場合があ
る。これらを勘案してパーフルオロアルキルスルホン酸アルカリ金属塩中のアルカリ金属
を使い分けることができるが、いずれの点においても特性のバランスに優れたパーフルオ
ロアルキルスルホン酸カリウム塩が最も好適である。かかるカリウム塩と他のアルカリ金
属からなるパーフルオロアルキルスルホン酸アルカリ金属塩とを併用することもできる。
【００５２】
　かかるパーフルオロアルキルスルホン酸アルカリ金属塩としては、トリフルオロメタン
スルホン酸カリウム、パーフルオロブタンスルホン酸カリウム、パーフルオロヘキサンス
ルホン酸カリウム、パーフルオロオクタンスルホン酸カリウム、ペンタフルオロエタンス
ルホン酸ナトリウム、パーフルオロブタンスルホン酸ナトリウム、パーフルオロオクタン
スルホン酸ナトリウム、トリフルオロメタンスルホン酸リチウム、パーフルオロブタンス
ルホン酸リチウム、パーフルオロヘプタンスルホン酸リチウム、トリフルオロメタンスル
ホン酸セシウム、パーフルオロブタンスルホン酸セシウム、パーフルオロオクタンスルホ
ン酸セシウム、パーフルオロヘキサンスルホン酸セシウム、パーフルオロブタンスルホン
酸ルビジウム、およびパーフルオロヘキサンスルホン酸ルビジウム等が挙げられ、これら
は１種もしくは２種以上を併用して使用することができる。これらの中で特にパーフルオ
ロブタンスルホン酸カリウムが好ましい。
【００５３】
　上記の有機金属塩系難燃剤はイオンクロマトグラフィー法により測定した弗化物イオン
の含有量が好ましくは５０ｐｐｍ以下、より好ましくは２０ｐｐｍ以下、更に好ましくは
１０ｐｐｍ以下である。弗化物イオンの含有量が低いほど、難燃性や耐光性が良好となる
。弗化物イオンの含有量の下限は実質的に０とすることも可能であるが、精製工数と効果
との兼ね合いから実用的には０．２ｐｐｍ程度が好ましい。かかる弗化物イオンの含有量
のパーフルオロアルキルスルホン酸アルカリ金属塩は例えば次のように精製される。パー
フルオロアルキルスルホン酸アルカリ金属塩を、該金属塩の２～１０重量倍のイオン交換
水に、４０～９０℃（より好適には６０～８５℃）の範囲において溶解させる。該パーフ
ルオロアルキルスルホン酸アルカリ金属塩は、パーフルオロアルキルスルホン酸をアルカ
リ金属の炭酸塩または水酸化物で中和する方法、もしくはパーフルオロアルキルスルホニ
ルフルオライドをアルカリ金属の炭酸塩または水酸化物で中和する方法により（より好適
には後者の方法により）生成される。また該イオン交換水は、特に好適には電気抵抗値が
１８ＭΩ・ｃｍ以上である水である。金属塩を溶解した液を上記温度下で０．１～３時間
、より好適には０．５～２．５時間撹拌する。その後該液を０～４０℃、より好適に１０
～３５℃の範囲に冷却する。冷却により結晶が析出する。析出した結晶をろ過によって取
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り出す。これにより好適な精製されたパーフルオロアルキルスルホン酸アルカリ金属塩が
製造される。
【００５４】
　難燃剤としてフッ素置換有機スルホン酸アルカリ（土類）金属塩を使用する場合、その
配合量は、Ａ成分１００重量部に対して、０．０１～１．０重量部、好ましくは０．０３
～０．８重量部、更に好ましくは０．０５～０．５重量部である。かかる好ましい範囲で
あるほどフッ素置換有機スルホン酸アルカリ（土類）金属塩の配合により期待される効果
（例えば難燃性や帯電防止性など）が発揮される。
【００５５】
　フッ素置換有機スルホン酸アルカリ（土類）金属塩以外の有機金属塩系難燃剤としては
、フッ素原子を含有しない有機スルホン酸の金属塩が好適である。該金属塩としては、例
えば脂肪族スルホン酸のアルカリ金属塩、脂肪族スルホン酸のアルカリ土類金属塩、芳香
族スルホン酸のアルカリ金属塩、および芳香族スルホン酸のアルカリ土類金属塩等（いず
れもフッ素原子を含有しない）が挙げられる。
【００５６】
　脂肪族スルホン酸金属塩の好ましい例としては、アルキルスルホン酸アルカリ（土類）
金属塩を挙げることができ、これらは１種もしくは２種以上を併用して使用することがで
きる（ここで、アルカリ（土類）金属塩の表記は、アルカリ金属塩、アルカリ土類金属塩
のいずれも含む意味で使用する）。かかるアルキルスルホン酸アルカリ（土類）金属塩に
使用するアルカンスルホン酸の好ましい例としては、メタンスルホン酸、エタンスルホン
酸、プロパンスルホン酸、ブタンスルホン酸、メチルブタンスルホン酸、ヘキサンスルホ
ン酸、へプタンスルホン酸、オクタンスルホン酸等が挙げられ、これらは１種もしくは２
種以上を併用して使用することができる。
【００５７】
　芳香族スルホン酸アルカリ（土類）金属塩に使用する芳香族スルホン酸としては、モノ
マー状またはポリマー状の芳香族サルファイドのスルホン酸、芳香族カルボン酸およびエ
ステルのスルホン酸、モノマー状またはポリマー状の芳香族エーテルのスルホン酸、芳香
族スルホネートのスルホン酸、モノマー状またはポリマー状の芳香族スルホン酸、モノマ
ー状またはポリマー状の芳香族スルホンスルホン酸、芳香族ケトンのスルホン酸、複素環
式スルホン酸、芳香族スルホキサイドのスルホン酸、芳香族スルホン酸のメチレン型結合
による縮合体からなる群から選ばれた少なくとも１種の酸を挙げることができ、これらは
１種もしくは２種以上を併用して使用することができる。
【００５８】
　芳香族スルホン酸アルカリ（土類）金属塩の具体例としては、例えばジフェニルサルフ
ァイド－４，４’－ジスルホン酸ジナトリウム、ジフェニルサルファイド－４，４’－ジ
スルホン酸ジカリウム、５－スルホイソフタル酸カリウム、５－スルホイソフタル酸ナト
リウム、ポリエチレンテレフタル酸ポリスルホン酸ポリナトリウム、１－メトキシナフタ
レン－４－スルホン酸カルシウム、４－ドデシルフェニルエーテルジスルホン酸ジナトリ
ウム、ポリ（２，６－ジメチルフェニレンオキシド）ポリスルホン酸ポリナトリウム、ポ
リ（１，３－フェニレンオキシド）ポリスルホン酸ポリナトリウム、ポリ（１，４－フェ
ニレンオキシド）ポリスルホン酸ポリナトリウム、ポリ（２，６－ジフェニルフェニレン
オキシド）ポリスルホン酸ポリカリウム、ポリ（２－フルオロ－６－ブチルフェニレンオ
キシド）ポリスルホン酸リチウム、ベンゼンスルホネートのスルホン酸カリウム、ベンゼ
ンスルホン酸ナトリウム、ベンゼンスルホン酸ストロンチウム、ベンゼンスルホン酸マグ
ネシウム、ｐ－ベンゼンジスルホン酸ジカリウム、ナフタレン－２，６－ジスルホン酸ジ
カリウム、ビフェニル－３，３’－ジスルホン酸カルシウム、ジフェニルスルホン－３－
スルホン酸ナトリウム、ジフェニルスルホン－３－スルホン酸カリウム、ジフェニルスル
ホン－３，３’－ジスルホン酸ジカリウム、ジフェニルスルホン－３，４’－ジスルホン
酸ジカリウム、α，α，α－トリフルオロアセトフェノン－４－スルホン酸ナトリウム、
ベンゾフェノン－３，３’－ジスルホン酸ジカリウム、チオフェン－２，５－ジスルホン
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酸ジナトリウム、チオフェン－２，５－ジスルホン酸ジカリウム、チオフェン－２，５－
ジスルホン酸カルシウム、ベンゾチオフェンスルホン酸ナトリウム、ジフェニルスルホキ
サイド－４－スルホン酸カリウム、ナフタレンスルホン酸ナトリウムのホルマリン縮合物
、およびアントラセンスルホン酸ナトリウムのホルマリン縮合物などを挙げることができ
る。
【００５９】
　フッ素原子を含有しない有機スルホン酸の金属塩の中でも、芳香族スルホン酸アルカリ
（土類）金属塩が好ましく、特にカリウム塩が好適である。難燃剤としてかかる芳香族ス
ルホン酸アルカリ（土類）金属塩を配合する場合、その含有量は、Ａ成分１００重量部に
対し、０．０１～１重量部であり、好ましくは０．０３～０．８重量部、更に好ましくは
０．０５～０．５重量部である。
【００６０】
　（Ｃ－３成分：シリコーン系難燃剤）
　本発明のシリコーン系難燃剤として使用されるシリコーン化合物は、燃焼時の化学反応
によって難燃性を向上させるものである。該化合物としては従来芳香族ポリカーボネート
樹脂の難燃剤として提案された各種の化合物を使用することができる。シリコーン化合物
はその燃焼時にそれ自体が結合してまたは樹脂に由来する成分と結合してストラクチャー
を形成することにより、または該ストラクチャー形成時の還元反応により、ポリカーボネ
ート樹脂に難燃効果を付与するものと考えられている。したがってかかる反応における活
性の高い基を含んでいることが好ましく、より具体的にはアルコキシ基およびハイドロジ
ェン（即ちＳｉ－Ｈ基）から選択された少なくとも１種の基を所定量含んでいることが好
ましい。かかる基（アルコキシ基、Ｓｉ－Ｈ基）の含有割合としては、０．１～１．２ｍ
ｏｌ／１００ｇの範囲が好ましく、０．１２～１ｍｏｌ／１００ｇの範囲がより好ましく
、０．１５～０．６ｍｏｌ／１００ｇの範囲が更に好ましい。かかる割合はアルカリ分解
法より、シリコーン化合物の単位重量当たりに発生した水素またはアルコールの量を測定
することにより求められる。尚、アルコキシ基は炭素数１～４のアルコキシ基が好ましく
、特にメトキシ基が好適である。
【００６１】
　一般的にシリコーン化合物の構造は、以下に示す４種類のシロキサン単位を任意に組み
合わせることによって構成される。すなわち、
Ｍ単位：（ＣＨ３）３ＳｉＯ１／２、Ｈ（ＣＨ３）２ＳｉＯ１／２、Ｈ２（ＣＨ３）Ｓｉ
Ｏ１／２、（ＣＨ３）２（ＣＨ２＝ＣＨ）ＳｉＯ１／２、（ＣＨ３）２（Ｃ６Ｈ５）Ｓｉ
Ｏ１／２、（ＣＨ３）（Ｃ６Ｈ５）（ＣＨ２＝ＣＨ）ＳｉＯ１／２等の１官能性シロキサ
ン単位、
Ｄ単位：（ＣＨ３）２ＳｉＯ、Ｈ（ＣＨ３）ＳｉＯ、Ｈ２ＳｉＯ、Ｈ（Ｃ６Ｈ５）ＳｉＯ
、（ＣＨ３）（ＣＨ２＝ＣＨ）ＳｉＯ、（Ｃ６Ｈ５）２ＳｉＯ等の２官能性シロキサン単
位、
Ｔ単位：（ＣＨ３）ＳｉＯ３／２、（Ｃ３Ｈ７）ＳｉＯ３／２、ＨＳｉＯ３／２、（ＣＨ

２＝ＣＨ）ＳｉＯ３／２、（Ｃ６Ｈ５）ＳｉＯ３／２等の３官能性シロキサン単位、
Ｑ単位：ＳｉＯ２で示される４官能性シロキサン単位である。
【００６２】
　シリコーン系難燃剤に使用されるシリコーン化合物の構造は、具体的には、示性式とし
てＤｎ、Ｔｐ、ＭｍＤｎ、ＭｍＴｐ、ＭｍＱｑ、ＭｍＤｎＴｐ、ＭｍＤｎＱｑ、ＭｍＴｐ

Ｑｑ、ＭｍＤｎＴｐＱｑ、ＤｎＴｐ、ＤｎＱｑ、ＤｎＴｐＱｑが挙げられる。この中で好
ましいシリコーン化合物の構造は、ＭｍＤｎ、ＭｍＴｐ、ＭｍＤｎＴｐ、ＭｍＤｎＱｑで
あり、さらに好ましい構造は、ＭｍＤｎまたはＭｍＤｎＴｐである。
【００６３】
　ここで、上記示性式中の係数ｍ、ｎ、ｐ、ｑは各シロキサン単位の重合度を表す１以上
の整数であり、各示性式における係数の合計がシリコーン化合物の平均重合度となる。こ
の平均重合度は好ましくは３～１５０の範囲、より好ましくは３～８０の範囲、更に好ま
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ほど難燃性において優れるようになる。更に後述するように芳香族基を所定量含むシリコ
ーン化合物においては透明性や色相にも優れる。
【００６４】
　またｍ、ｎ、ｐ、ｑのいずれかが２以上の数値である場合、その係数の付いたシロキサ
ン単位は、結合する水素原子や有機残基が異なる２種以上のシロキサン単位とすることが
できる。
【００６５】
　シリコーン化合物は、直鎖状であっても分岐構造を持つものであってもよい。またシリ
コン原子に結合する有機残基は炭素数１～３０、より好ましくは１～２０の有機残基であ
ることが好ましい。かかる有機残基としては、具体的には、メチル基、エチル基、プロピ
ル基、ブチル基、ヘキシル基、およびデシル基などのアルキル基、シクロヘキシル基の如
きシクロアルキル基、フェニル基の如きアリール基、並びにトリル基の如きアラルキル基
を挙げることがでる。さらに好ましくは炭素数１～８のアルキル基、アルケニル基または
アリール基である。アルキル基としては、特にはメチル基、エチル基、およびプロピル基
等の炭素数１～４のアルキル基が好ましい。
【００６６】
　さらにシリコーン系難燃剤として使用されるシリコーン化合物はアリール基を含有する
ことが好ましい。より好適には下記一般式（ＩＩ）で示される芳香族基が含まれる割合（
芳香族基量）が１０～７０重量％（より好適には１５～６０重量％）である。
【００６７】

【化６】

（式（ＩＩ）中、Ｘはそれぞれ独立にＯＨ基、炭素数１～２０の一価の有機残基を示す。
ｎは０～５の整数を表わす。さらに式（ＩＩ）中においてｎが２以上の場合はそれぞれ互
いに異なる種類のＸを取ることができる。）
【００６８】
　シリコーン系難燃剤として使用されるシリコーン化合物は、上記Ｓｉ－Ｈ基およびアル
コキシ基以外にも反応基を含有していてもよく、かかる反応基としては例えば、アミノ基
、カルボキシル基、エポキシ基、ビニル基、メルカプト基、およびメタクリロキシ基など
が例示される。
【００６９】
　Ｓｉ－Ｈ基を有するシリコーン化合物としては、下記一般式（ＩＩＩ）および（ＩＶ）
で示される構成単位の少なくとも一種以上を含むシリコーン化合物が好適に例示される。
【００７０】

【化７】
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（式（ＩＩＩ）および式（ＩＶ）中、Ｚ１～Ｚ３はそれぞれ独立に水素原子、炭素数１～
２０の一価の有機残基、または下記一般式（Ｖ）で示される化合物を示す。α１～α３は
それぞれ独立に０または１を表わす。ｍ１は０もしくは１以上の整数を表わす。さらに式
（ＩＶ）中においてｍ１が２以上の場合の繰返し単位はそれぞれ互いに異なる複数の繰返
し単位を取ることができる。）
【００７１】

【化９】

（式（Ｖ）中、Ｚ４～Ｚ８はそれぞれ独立に水素原子、炭素数１～２０の一価の有機残基
を示す。α４～α８はそれぞれ独立に０または１を表わす。ｍ２は０もしくは１以上の整
数を表わす。さらに式（Ｖ）中においてｍ２が２以上の場合の繰返し単位はそれぞれ互い
に異なる複数の繰返し単位を取ることができる。）
【００７２】
　シリコーン系難燃剤に使用されるシリコーン化合物において、アルコキシ基を有するシ
リコーン化合物としては、例えば一般式（ＶＩ）および一般式（ＶＩＩ）に示される化合
物から選択される少なくとも１種の化合物があげられる。
【００７３】
【化１０】

（式（ＶＩ）中、β１はビニル基、炭素数１～６のアルキル基、炭素数３～６のシクロア
ルキル基、並びに炭素数６～１２のアリール基およびアラルキル基を示す。γ１、γ２、
γ３、γ４、γ５、およびγ６は炭素数１～６のアルキル基およびシクロアルキル基、並
びに炭素数６～１２のアリール基およびアラルキル基を示し、少なくとも１つの基がアリ
ール基またはアラルキル基である。δ１、δ２、およびδ３は炭素数１～４のアルコキシ
基を示す。）
【００７４】
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【化１１】

（式（ＶＩＩ）中、β２およびβ３はビニル基、炭素数１～６のアルキル基、炭素数３～
６のシクロアルキル基、並びに炭素数６～１２のアリール基およびアラルキル基を示す。
γ７、γ８、γ９、γ１０、γ１１、γ１２、γ１３およびγ１４は炭素数１～６のアル
キル基、炭素数３～６のシクロアルキル基、並びに炭素数６～１２のアリール基およびア
ラルキル基を示し、少なくとも１つの基がアリール基またはアラルキル基である。δ４、
δ５、δ６、およびδ７は炭素数１～４のアルコキシ基を示す。）
【００７５】
　難燃剤としてシリコーン系難燃剤を使用する場合、その配合量は、Ａ成分１００重量部
に対して、０．０１～５重量部であり、好ましくは０．１～４重量部、更に好ましくは０
．３～３重量部である。
【００７６】
　上記難燃剤（Ｃ－１成分）、（Ｃ－２成分）および（Ｃ－３成分）は、単独であるいは
２種以上の併用で使用してもよい。好ましくは、成形性と難燃性の観点から（Ｃ－１成分
）のリン系難燃剤である。
【００７７】
（Ｄ成分：含フッ素滴下防止剤）
　本発明で使用する含フッ素滴下防止剤（Ｄ成分）とは、燃焼時の溶融滴下を防止し難燃
性を更に向上させる含フッ素化合物であり、代表的にはフィブリル形成能を有するポリテ
トラフルオロエチレンが挙げられる。尚、以下ポリテトラフルオロエチレンを単にＰＴＦ
Ｅと称することがある。フィブリル形成能を有するＰＴＦＥの分子量は極めて高い分子量
を有し、せん断力などの外的作用によりＰＴＦＥ同士を結合して繊維状になる傾向を示す
ものである。その分子量は、標準比重から求められる数平均分子量において１００万～１
０００万、より好ましく２００万～９００万である。かかるＰＴＦＥは、固体形状の他、
水性分散液形態のものも使用可能である。またかかるフィブリル形成能を有するＰＴＦＥ
は樹脂中での分散性を向上させ、更に良好な難燃性および機械的特性を得るために他の樹
脂との混合形態のＰＴＦＥ混合物を使用することも可能である。
【００７８】
　かかるフィブリル形成能を有するＰＴＦＥの市販品としては例えば三井・デュポンフロ
ロケミカル（株）のテフロン（登録商標）６Ｊ、ダイキン化学工業（株）のポリフロンＭ
ＰＡ　ＦＡ５００、およびＦ－２０１Ｌなどを挙げることができる。ＰＴＦＥの水性分散
液の市販品としては、旭アイシーアイフロロポリマーズ（株）製のフルオンＡＤ－１、Ａ
Ｄ－９３６、ダイキン工業（株）製のフルオンＤ－１、Ｄ－２、三井・デュポンフロロケ
ミカル（株）製のテフロン（登録商標）３０Ｊなどを代表として挙げることができる。
【００７９】
　混合形態のＰＴＦＥとしては、（１）ＰＴＦＥの水性分散液と有機重合体の水性分散液
または溶液とを混合し共沈殿を行い共凝集混合物を得る方法（特開昭６０－２５８２６３
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号公報、特開昭６３－１５４７４４号公報などに記載された方法）、（２）ＰＴＦＥの水
性分散液と乾燥した有機重合体粒子とを混合する方法（特開平４－２７２９５７号公報に
記載された方法）、（３）ＰＴＦＥの水性分散液と有機重合体粒子溶液を均一に混合し、
かかる混合物からそれぞれの媒体を同時に除去する方法（特開平０６－２２０２１０号公
報、特開平０８－１８８６５３号公報などに記載された方法）、（４）ＰＴＦＥの水性分
散液中で有機重合体を形成する単量体を重合する方法（特開平９－９５５８３号公報に記
載された方法）、および（５）ＰＴＦＥの水性分散液と有機重合体分散液を均一に混合後
、更に該混合分散液中でビニル系単量体を重合し、その後混合物を得る方法（特開平１１
－２９６７９号などに記載された方法）により得られたものが使用できる。これらの混合
形態のＰＴＦＥの市販品としては、三菱レイヨン（株）の「メタブレン　Ａ３８００」（
商品名）、「メタブレン　Ａ３７００」（商品名）、「メタブレン　Ａ３７５０」（商品
名）、ＧＥスペシャリティーケミカルズ社製「ＢＬＥＮＤＥＸ　Ｂ４４９」（商品名）、
ＰＩＣ社製「ＰＯＬＹ　ＴＳ　ＡＤ００１」（商品名）、およびＳＨＩＮＥ　ＰＯＬＹＭ
ＥＲ社製「ＳＮ３３０７」などを挙げることができる。
【００８０】
　混合形態におけるＰＴＦＥの割合としては、ＰＴＦＥ混合物１００重量％中、ＰＴＦＥ
が１～６０重量％が好ましく、より好ましくは５～５５重量％である。ＰＴＦＥの割合が
かかる範囲にある場合は、ＰＴＦＥの良好な分散性を達成することができる。
【００８１】
（各成分の含有量について）
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、Ａ成分１００重量部に対し、Ｂ成分の含有量
は０．０５～３．０重量部、好ましくは０．０８～２．０重量部、更に好ましくは０．１
～１．０重量部である。Ｂ成分が０．０５重量部未満では得られる成形品の摺動性が不十
分であり、３．０重量部より多いと透明性が不十分になり不適である。
【００８２】
　Ｃ成分の含有量は、Ａ成分１００重量部に対し、０．０１～２０重量部、好ましくは０
．０３～１５重量部、更に好ましくは０．０５～１０重量部である。Ｃ成分が０．０１重
量部未満であると難燃性および成形性が不十分であり、また２０重量部より多いと耐熱性
や機械的強度が著しく低下し不適である。
【００８３】
　Ｄ成分の含有量は、Ａ成分１００重量部に対し、好ましくは０．０３～１重量部、より
好ましくは０．０４～０．５重量部、更に好ましくは０．０５～０．３重量部である。Ｄ
成分が０．０３重量部未満であると難燃性が不十分であり、また１重量部より多いと透明
性が不十分になり好ましくない。
【００８４】
（その他の添加剤について）
　本発明の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物には、上記Ａ成分～Ｄ成分以外にも、通常
ポリカーボネート樹脂に配合される各種の添加剤が配合されることができる。
【００８５】
（Ｉ）リン系安定剤
　本発明の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物には、加水分解性を促進させない程度にお
いて、リン系安定剤が配合されることが好ましい。かかるリン系安定剤は製造時または成
形加工時の熱安定性を向上させ、機械的特性、色相、および成形安定性を向上させる。リ
ン系安定剤としては、亜リン酸、リン酸、亜ホスホン酸、ホスホン酸およびこれらのエス
テル、並びに第３級ホスフィンなどが例示される。
【００８６】
　具体的にはホスファイト化合物としては、例えば、トリフェニルホスファイト、トリス
（ノニルフェニル）ホスファイト、トリデシルホスファイト、トリオクチルホスファイト
、トリオクタデシルホスファイト、ジデシルモノフェニルホスファイト、ジオクチルモノ
フェニルホスファイト、ジイソプロピルモノフェニルホスファイト、モノブチルジフェニ
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ルホスファイト、モノデシルジフェニルホスファイト、モノオクチルジフェニルホスファ
イト、２，２－メチレンビス（４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）オクチルホスフ
ァイト、トリス（ジエチルフェニル）ホスファイト、トリス（ジ－ｉｓｏ－プロピルフェ
ニル）ホスファイト、トリス（ジ－ｎ－ブチルフェニル）ホスファイト、トリス（２，４
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、トリス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチ
ルフェニル）ホスファイト、ジステアリルペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（
２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（
２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファ
イト、ビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－エチルフェニル）ペンタエリスリトー
ルジホスファイト、フェニルビスフェノールＡペンタエリスリトールジホスファイト、ビ
ス（ノニルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ジシクロヘキシルペンタエ
リスリトールジホスファイトなどが挙げられる。
【００８７】
　更に他のホスファイト化合物としては二価フェノール類と反応し環状構造を有するもの
も使用できる。例えば、２，２’－メチレンビス（４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニ
ル）（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、２，２’－メチレンビス
（４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）（２－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニ
ル）ホスファイト、２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェニ
ル）（２－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ホスファイト、２，２’－エチリデ
ンビス（４－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）（２－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メ
チルフェニル）ホスファイトなどを挙げることができる。
【００８８】
　ホスフェート化合物としては、トリブチルホスフェート、トリメチルホスフェート、ト
リクレジルホスフェート、トリフェニルホスフェート、トリクロルフェニルホスフェート
、トリエチルホスフェート、ジフェニルクレジルホスフェート、ジフェニルモノオルソキ
セニルホスフェート、トリブトキシエチルホスフェート、ジブチルホスフェート、ジオク
チルホスフェート、ジイソプロピルホスフェートなどを挙げることができ、好ましくはト
リフェニルホスフェート、トリメチルホスフェートである。
【００８９】
　ホスホナイト化合物としては、テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）
－４，４’－ビフェニレンジホスホナイト、テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル
フェニル）－４，３’－ビフェニレンジホスホナイト、テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒ
ｔ－ブチルフェニル）－３，３’－ビフェニレンジホスホナイト、テトラキス（２，６－
ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４，４’－ビフェニレンジホスホナイト、テトラキス
（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４，３’－ビフェニレンジホスホナイト、
テトラキス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３，３’－ビフェニレンジホス
ホナイト、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４－フェニル－フェニルホ
スホナイト、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３－フェニル－フェニル
ホスホナイト、ビス（２，６－ジ－ｎ－ブチルフェニル）－３－フェニル－フェニルホス
ホナイト、ビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４－フェニル－フェニルホ
スホナイト、ビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３－フェニル－フェニル
ホスホナイト等があげられ、テトラキス（ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－ビフェニレ
ンジホスホナイト、ビス（ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－フェニル－フェニルホスホ
ナイトが好ましく、テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－ビフェニレ
ンジホスホナイト、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－フェニル－フェニ
ルホスホナイトがより好ましい。かかるホスホナイト化合物は上記アルキル基が２以上置
換したアリール基を有するホスファイト化合物との併用可能であり好ましい。
【００９０】
　ホスホネイト化合物としては、ベンゼンホスホン酸ジメチル、ベンゼンホスホン酸ジエ
チル、およびベンゼンホスホン酸ジプロピル等が挙げられる。
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【００９１】
　第３級ホスフィンとしては、トリエチルホスフィン、トリプロピルホスフィン、トリブ
チルホスフィン、トリオクチルホスフィン、トリアミルホスフィン、ジメチルフェニルホ
スフィン、ジブチルフェニルホスフィン、ジフェニルメチルホスフィン、ジフェニルオク
チルホスフィン、トリフェニルホスフィン、トリ－ｐ－トリルホスフィン、トリナフチル
ホスフィン、およびジフェニルベンジルホスフィンなどが例示される。特に好ましい第３
級ホスフィンは、トリフェニルホスフィンである。
【００９２】
　上記リン系安定剤は、１種のみならず２種以上を混合して用いることができる。上記リ
ン系安定剤の中でもトリメチルホスフェートに代表されるアルキルホスフェート化合物が
配合されることが好ましい。またかかるアルキルホスフェート化合物と、ホスファイト化
合物および／またはホスホナイト化合物との併用も好ましい態様である。
【００９３】
（ＩＩ）ヒンダードフェノール系安定剤
　本発明の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物には、更にヒンダードフェノール系安定剤
を配合することができる。かかる配合は例えば成形加工時の色相悪化や長期間の使用にお
ける色相の悪化などを抑制する効果が発揮される。ヒンダードフェノール系安定剤として
は、例えば、α－トコフェロール、ブチルヒドロキシトルエン、シナピルアルコール、ビ
タミンＥ、ｎ－オクタデシル－β－（４’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ－ｔｅｒｔ－ブ
チルフェル）プロピオネート、２－ｔｅｒｔ－ブチル－６－（３’－ｔｅｒｔ－ブチル－
５’－メチル－２’－ヒドロキシベンジル）－４－メチルフェニルアクリレート、２，６
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノメチル）フェノール、３，５－
ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジルホスホネートジエチルエステル、２，２
’－メチレンビス（４－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メチレ
ンビス（４－エチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、４，４’－メチレンビス（２
，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－
シクロヘキシルフェノール）、２，２’－ジメチレン－ビス（６－α－メチル－ベンジル
－ｐ－クレゾール）２，２’－エチリデン－ビス（４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノ
ール）、２，２’－ブチリデン－ビス（４－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）
、４，４’－ブチリデンビス（３－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、トリエ
チレングリコール－Ｎ－ビス－３－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチ
ルフェニル）プロピオネート、１，６－へキサンジオールビス［３－（３，５－ジ－ｔｅ
ｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、ビス［２－ｔｅｒｔ－ブチ
ル－４－メチル６－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－５－メチル－２－ヒドロキシベンジル）フ
ェニル］テレフタレート、３，９－ビス｛２－［３－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒド
ロキシ－５－メチルフェニル）プロピオニルオキシ］－１，１，－ジメチルエチル｝－２
，４，８，１０－テトラオキサスピロ［５，５］ウンデカン、４，４’－チオビス（６－
ｔｅｒｔ－ブチル－ｍ－クレゾール）、４，４’－チオビス（３－メチル－６－ｔｅｒｔ
－ブチルフェノール）、２，２’－チオビス（４－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノ
ール）、ビス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）スルフィド、
４，４’－ジ－チオビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、４，４’－トリ
－チオビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、２，２－チオジエチレンビス
－［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］
、２，４－ビス（ｎ－オクチルチオ）－６－（４－ヒドロキシ－３’，５’－ジ－ｔｅｒ
ｔ－ブチルアニリノ）－１，３，５－トリアジン、Ｎ，Ｎ’－ヘキサメチレンビス－（３
，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシヒドロシンナミド）、Ｎ，Ｎ’－ビス［３
－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニル］ヒドラジ
ン、１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル
）ブタン、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチ
ル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－
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ヒドロキシフェニル）イソシアヌレート、トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－
ヒドロキシベンジル）イソシアヌレート、１，３，５－トリス（４－ｔｅｒｔ－ブチル－
３－ヒドロキシ－２，６－ジメチルベンジル）イソシアヌレート、１，３，５－トリス２
［３（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ］
エチルイソシアヌレート、およびテトラキス［メチレン－３－（３’，５’－ジ－ｔｅｒ
ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］メタンなどが例示される。これ
らはいずれも入手容易である。上記ヒンダードフェノール系安定剤は、単独でまたは２種
以上を組合せて使用することができる。
【００９４】
　リン系安定剤およびヒンダードフェノール系安定剤の配合量は、Ａ成分１００重量部に
対し、好ましくは０．０００１～１重量部、より好ましくは０．００１～０．５重量部、
さらに好ましくは０．００５～０．３重量部である。
【００９５】
（ＩＩＩ）強化フィラー
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物には強化フィラーとして公知の各種充填材を配合
することができる。しかしながら本発明の樹脂組成物は透明性が求められるため、強化フ
ィラーとしては透明性を損なわない珪酸塩鉱物系フィラーもしくはガラス系フィラーが好
ましい。かかる珪酸塩鉱物系フィラーとしてはタルク、マスコバイトマイカ、合成フッ素
マイカ、スメクタイト、およびワラストナイトが好適に例示される。ガラス系フィラーと
してはガラス繊維、ガラスフレーク、およびガラスミルドファイバーなどが例示される。
珪酸塩鉱物系フィラーおよびガラス系フィラーは、これらの表面に酸化チタン、酸化亜鉛
、酸化セリウム、および酸化ケイ素などの金属酸化物コートされたフィラーも利用できる
。
【００９６】
　前記強化フィラーは、予め各種の表面処理剤で表面処理されていてもよい。かかる表面
処理剤としては、シランカップリング剤（アルキルアルコキシシランやポリオルガノハイ
ドロジェンシロキサンなどを含む）、高級脂肪酸エステル、酸化合物（例えば、亜リン酸
、リン酸、カルボン酸、およびカルボン酸無水物など）並びにワックスなどの各種表面処
理剤で表面処理されていてもよい。さらに各種樹脂、高級脂肪酸エステル、およびワック
スなどの集束剤で造粒し顆粒状とされていてもよい。
　強化フィラーはＡ成分１００重量部を基準として１００重量部を上限として配合できる
。かかる上限は好ましくは２５重量部、より好ましくは２０重量部である。
【００９７】
（ＩＶ）前記以外の熱安定剤
　本発明の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物には、前記リン系安定剤およびヒンダード
フェノール系安定剤以外の他の熱安定剤を配合することもできる。かかる他の熱安定剤と
しては、例えば３－ヒドロキシ－５，７－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－フラン－２－オンとｏ
－キシレンとの反応生成物に代表されるラクトン系安定剤が好適に例示される。かかる安
定剤の詳細は特開平７－２３３１６０号公報に記載されている。かかる化合物はＩｒｇａ
ｎｏｘ　ＨＰ－１３６（商標、ＣＩＢＡ　ＳＰＥＣＩＡＬＴＹ　ＣＨＥＭＩＣＡＬＳ社製
）として市販され、該化合物を利用できる。更に該化合物と各種のホスファイト化合物お
よびヒンダードフェノール化合物を混合した安定剤が市販されている。例えば前記社製の
Ｉｒｇａｎｏｘ　ＨＰ－２９２１が好適に例示される。ラクトン系安定剤の配合量は、Ａ
成分１００重量部に対して好ましくは０．０００５～０．０５重量部、より好ましくは０
．００１～０．０３重量部である。
【００９８】
　またその他の安定剤としては、ペンタエリスリトールテトラキス（３－メルカプトプロ
ピオネート）、ペンタエリスリトールテトラキス（３－ラウリルチオプロピオネート）、
およびグリセロール－３－ステアリルチオプロピオネートなどのイオウ含有安定剤が例示
される。かかるイオウ含有安定剤の配合量は、Ａ成分１００重量部に対して好ましくは０
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．００１～０．１重量部、より好ましくは０．０１～０．０８重量部である。
【００９９】
（Ｖ）紫外線吸収剤
　本発明の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物においては、耐光性を付与することを目的
として紫外線吸収剤の配合も可能である。
　紫外線吸収剤としては、具体的にはベンゾフェノン系では、例えば、２，４－ジヒドロ
キシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－
４－オクトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－ベンジロキシベンゾフェノン、２
－ヒドロキシ－４－メトキシ－５－スルホキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－メ
トキシ－５－スルホキシトリハイドライドレイトベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキ
シ－４－メトキシベンゾフェノン、２，２’，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノ
ン、２，２’－ジヒドロキシ－４，４’－ジメトキシベンゾフェノン、２，２’－ジヒド
ロキシ－４，４’－ジメトキシ－５－ソジウムスルホキシベンゾフェノン、ビス（５－ベ
ンゾイル－４－ヒドロキシ－２－メトキシフェニル）メタン、２－ヒドロキシ－４－ｎ－
ドデシルオキシベンソフェノン、および２－ヒドロキシ－４－メトキシ－２’－カルボキ
シベンゾフェノンなどが例示される。
【０１００】
　紫外線吸収剤としては、具体的に、ベンゾトリアゾール系では、例えば、２－（２－ヒ
ドロキシ－５－メチルフェニル）ベンゾトリアゾ－ル、２－（２－ヒドロキシ－５－ｔｅ
ｒｔ－オクチルフェニル）ベンゾトリアゾ－ル、２－（２－ヒドロキシ－３，５－ジクミ
ルフェニル）フェニルベンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－３－ｔｅｒｔ－ブチ
ル－５－メチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２，２’－メチレンビス［
４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－６－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－
イル）フェノール］、２－（２－ヒドロキシ－３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）
ベンゾトリアゾ－ル、２－（２－ヒドロキシ－３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）
－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－３，５－ジ－ｔｅｒｔ－アミ
ルフェニル）ベンゾトリアゾ－ル、２－（２－ヒドロキシ－５－ｔｅｒｔ－オクチルフェ
ニル）ベンゾトリアゾ－ル、２－（２－ヒドロキシ－５－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ベ
ンゾトリアゾ－ル、２－（２－ヒドロキシ－４－オクトキシフェニル）ベンゾトリアゾ－
ル、２，２’－メチレンビス（４－クミル－６－ベンゾトリアゾールフェニル）、２，２
’－ｐ－フェニレンビス（１，３－ベンゾオキサジン－４－オン）、および２－［２－ヒ
ドロキシ－３－（３，４，５，６－テトラヒドロフタルイミドメチル）－５－メチルフェ
ニル］ベンゾトリアゾ－ル、並びに２－（２’－ヒドロキシ－５－メタクリロキシエチル
フェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾールと該モノマーと共重合可能なビニル系モノマーと
の共重合体や２－（２’―ヒドロキシ－５－アクリロキシエチルフェニル）―２Ｈ―ベン
ゾトリアゾールと該モノマーと共重合可能なビニル系モノマーとの共重合体などの２－ヒ
ドロキシフェニル－２Ｈ－ベンゾトリアゾール骨格を有する重合体などが例示される。
【０１０１】
　紫外線吸収剤は、具体的に、ヒドロキシフェニルトリアジン系では、例えば、２－（４
，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－ヘキシルオキシフェノー
ル、２－（４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－メチルオキ
シフェノール、２－（４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－
エチルオキシフェノール、２－（４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－イ
ル）－５－プロピルオキシフェノール、および２－（４，６－ジフェニル－１，３，５－
トリアジン－２－イル）－５－ブチルオキシフェノールなどが例示される。さらに２－（
４，６－ビス（２，４－ジメチルフェニル）－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５
－ヘキシルオキシフェノールなど、上記例示化合物のフェニル基が２，４－ジメチルフェ
ニル基となった化合物が例示される。
【０１０２】
　紫外線吸収剤は、具体的に環状イミノエステル系では、例えば２，２’－ｐ－フェニレ
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ンビス（３，１－ベンゾオキサジン－４－オン）、２，２’－ｍ－フェニレンビス（３，
１－ベンゾオキサジン－４－オン）、および２，２’－ｐ，ｐ’－ジフェニレンビス（３
，１－ベンゾオキサジン－４－オン）などが例示される。
【０１０３】
　また紫外線吸収剤としては、具体的にシアノアクリレート系では、例えば１，３－ビス
－［（２’－シアノ－３’，３’－ジフェニルアクリロイル）オキシ］－２，２－ビス［
（２－シアノ－３，３－ジフェニルアクリロイル）オキシ］メチル）プロパン、および１
，３－ビス－［（２－シアノ－３，３－ジフェニルアクリロイル）オキシ］ベンゼンなど
が例示される。
【０１０４】
　さらに上記紫外線吸収剤は、ラジカル重合が可能な単量体化合物の構造をとることによ
り、かかる紫外線吸収性単量体および／または光安定性単量体と、アルキル（メタ）アク
リレートなどの単量体とを共重合したポリマー型の紫外線吸収剤であってもよい。前記紫
外線吸収性単量体としては、（メタ）アクリル酸エステルのエステル置換基中にベンゾト
リアゾール骨格、ベンゾフェノン骨格、トリアジン骨格、環状イミノエステル骨格、およ
びシアノアクリレート骨格を含有する化合物が好適に例示される。
【０１０５】
　前記の中でも紫外線吸収能の点においてはベンゾトリアゾール系およびヒドロキシフェ
ニルトリアジン系が好ましく、耐熱性や色相の点では、環状イミノエステル系およびシア
ノアクリレート系が好ましい。前記紫外線吸収剤は単独であるいは２種以上の混合物で用
いてもよい。
【０１０６】
　紫外線吸収剤の配合量は、Ａ成分１００重量部に対して好ましくは０．０１～２重量部
、より好ましくは０．０２～２重量部、さらに好ましくは０．０３～１重量部、最も好ま
しくは０．０５～０．５重量部である。
【０１０７】
（ＶＩ）離型剤
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物には、その成形時の生産性向上や成形品の歪みの
低減を目的として、更に離型剤を配合することが好ましい。かかる離型剤としては公知の
ものが使用できる。例えば、飽和脂肪酸エステル、不飽和脂肪酸エステル、ポリオレフィ
ン系ワックス（ポリエチレンワックス、１－アルケン重合体など。酸変性などの官能基含
有化合物で変性されているものも使用できる）、シリコーン化合物、フッ素化合物（ポリ
フルオロアルキルエーテルに代表されるフッ素オイルなど）、パラフィンワックス、蜜蝋
などを挙げることができる。中でも好ましい離型剤として脂肪酸エステルが挙げられる。
かかる脂肪酸エステルは、脂肪族アルコールと脂肪族カルボン酸とのエステルである。か
かる脂肪族アルコールは１価アルコールであっても２価以上の多価アルコールであっても
よい。また該アルコールの炭素数としては、３～３２の範囲、より好適には５～３０の範
囲である。かかる一価アルコールとしては、例えばドデカノール、テトラデカノール、ヘ
キサデカノール、オクタデカノール、エイコサノール、テトラコサノール、セリルアルコ
ール、およびトリアコンタノールなどが例示される。かかる多価アルコールとしては、ペ
ンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、トリペンタエリスリトール、ポリグリセ
ロール（トリグリセロール～ヘキサグリセロール）、ジトリメチロールプロパン、キシリ
トール、ソルビトール、およびマンニトールなどが挙げられる。本発明の脂肪酸エステル
においては多価アルコールがより好ましい。
【０１０８】
　一方、脂肪族カルボン酸は炭素数３～３２であることが好ましく、特に炭素数１０～２
２の脂肪族カルボン酸が好ましい。該脂肪族カルボン酸としては、例えばデカン酸、ウン
デカン酸、ドデカン酸、トリデカン酸、テトラデカン酸、ペンタデカン酸、ヘキサデカン
酸（パルミチン酸）、ヘプタデカン酸、オクタデカン酸（ステアリン酸）、ノナデカン酸
、ベヘン酸、イコサン酸、およびドコサン酸などの飽和脂肪族カルボン酸、並びにパルミ
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トレイン酸、オレイン酸、リノール酸、リノレン酸、エイコセン酸、エイコサペンタエン
酸、およびセトレイン酸などの不飽和脂肪族カルボン酸を挙げることができる。上記の中
でも脂肪族カルボン酸は、炭素原子数１４～２０であるものが好ましい。なかでも飽和脂
肪族カルボン酸が好ましい。特にステアリン酸およびパルミチン酸が好ましい。
【０１０９】
　ステアリン酸やパルミチン酸など上記の脂肪族カルボン酸は通常、牛脂や豚脂などに代
表される動物性油脂およびパーム油やサンフラワー油に代表される植物性油脂などの天然
油脂類から製造されるため、これらの脂肪族カルボン酸は、通常炭素原子数の異なる他の
カルボン酸成分を含む混合物である。したがって本発明の脂肪酸エステルの製造において
もかかる天然油脂類から製造され、他のカルボン酸成分を含む混合物の形態からなる脂肪
族カルボン酸、殊にステアリン酸やパルミチン酸が好ましく使用される。
【０１１０】
　本発明の脂肪酸エステルは、部分エステルおよび全エステル（フルエステル）のいずれ
であってもよい。しかしながら部分エステルでは通常水酸基価が高くなり高温時の樹脂の
分解などを誘発しやすいことから、より好適にはフルエステルである。本発明の脂肪酸エ
ステルにおける酸価は、熱安定性の点から好ましく２０以下、より好ましくは４～２０の
範囲、更に好ましくは４～１２の範囲である。尚、酸価は実質的に０を取り得る。また脂
肪酸エステルの水酸基価は、０．１～３０の範囲がより好ましい。更にヨウ素価は、１０
以下が好ましい。尚、ヨウ素価は実質的に０を取り得る。これらの特性はＪＩＳ　Ｋ　０
０７０に規定された方法により求めることができる。
【０１１１】
　離型剤の含有量は、Ａ成分１００重量部に対し、好ましくは０．００５～２重量部、よ
り好ましくは０．０１～１重量部、更に好ましくは０．０５～０．５重量部である。かか
る範囲においては、ポリカーボネート樹脂組成物は良好な離型性および離ロール性を有す
る。特にかかる量の脂肪酸エステルは良好な色相を損なうことなく良好な離型性および離
ロール性を有するポリカーボネート樹脂組成物を提供する。
【０１１２】
（ＶＩＩ）上記以外の他の成分
　上記以外にも本発明の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物には、成形品に種々の機能の
付与や特性改善のために、それ自体知られた添加物を少割合配合することができる。これ
ら添加物は本発明の目的を損なわない限り、通常の配合量である。
　かかる添加剤としては、摺動剤（例えばＰＴＦＥ粒子）、着色剤（例えばカーボンブラ
ック、酸化チタンなどの顔料、染料）、光拡散剤（例えばアクリル架橋粒子、シリコーン
架橋粒子、炭酸カルシウム粒子）、蛍光染料、蛍光増白剤、光安定剤（ヒンダードアミン
化合物に代表される）、無機系蛍光体（例えばアルミン酸塩を母結晶とする蛍光体）、帯
電防止剤、結晶核剤、無機および有機の抗菌剤、光触媒系防汚剤（例えば微粒子酸化チタ
ン、微粒子酸化亜鉛）、流動改質剤、ラジカル発生剤、赤外線吸収剤（熱線吸収剤）、並
びにフォトクロミック剤などが挙げられる。
【０１１３】
（ポリカーボネート樹脂組成物の製造）
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物の製造に当たっては、その製造方法は特に限定さ
れるものではない。しかしながらシリコーンオイルの良好な分散性を達成するため、本発
明の樹脂組成物の好ましい製造方法は、二軸押出機の如き多軸押出機を用いて各成分を溶
融混練する方法である。
【０１１４】
　二軸押出機の代表的な例としては、ＺＳＫ（Ｗｅｒｎｅｒ　＆　Ｐｆｌｅｉｄｅｒｅｒ
社製、商品名）を挙げることができる。同様のタイプの具体例としてはＴＥＸ（（株）日
本製鋼所製、商品名）、ＴＥＭ（東芝機械（株）製、商品名）、ＫＴＸ（（株）神戸製鋼
所製、商品名）などを挙げることができる。その他、ＦＣＭ（Ｆａｒｒｅｌ社製、商品名
）、Ｋｏ－Ｋｎｅａｄｅｒ（Ｂｕｓｓ社製、商品名）、およびＤＳＭ（Ｋｒａｕｓｓ－Ｍ
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ａｆｆｅｉ社製、商品名）などの溶融混練機も具体例として挙げることができる。上記の
中でもＺＳＫに代表されるタイプがより好ましい。かかるＺＳＫタイプの二軸押出機にお
いてそのスクリューは、完全噛合い型であり、スクリューは長さとピッチの異なる各種の
スクリューセグメント、および幅の異なる各種のニーディングディスク（またそれに相当
する混練用セグメント）からなるものである。
【０１１５】
　二軸押出機においてより好ましい態様は次の通りである。スクリュー形状は１条、２条
、および３条のネジスクリューを使用することができ、特に溶融樹脂の搬送能力やせん断
混練能力の両方の適用範囲が広い２条ネジスクリューが好ましく使用できる。二軸押出機
におけるスクリューの長さ（Ｌ）と直径（Ｄ）との比（Ｌ／Ｄ）は、２０～４５が好まし
く、更に２８～４２が好ましい。Ｌ／Ｄが大きい方が均質な分散が達成されやすい一方、
大きすぎる場合には熱劣化により樹脂の分解が起こりやすい。スクリューには混練性を上
げるためのニーディングディスクセグメント（またはそれに相当する混練セグメント）か
ら構成された混練ゾーンを１個所以上有することが必要であり、１～３箇所有することが
好ましい。
【０１１６】
　更に押出機としては、原料中の水分や、溶融混練樹脂から発生する揮発ガスを脱気でき
るベントを有するものが好ましく使用できる。ベントからは発生水分や揮発ガスを効率よ
く押出機外部へ排出するための真空ポンプが好ましく設置される。また押出原料中に混入
した異物などを除去するためのスクリーンを押出機ダイス部前のゾーンに設置し、異物を
樹脂組成物から取り除くことも可能である。かかるスクリーンとしては金網、スクリーン
チェンジャー、焼結金属プレート（ディスクフィルターなど）などを挙げることができる
。
【０１１７】
　更にＢ成分～Ｄ成分およびその他添加剤（以下の例示において単に“添加剤”と称する
）の押出機への供給方法は特に限定されないが、以下の方法が代表的に例示される。（ｉ
）添加剤をポリカーボネート樹脂とは独立して押出機中に供給する方法。（ｉｉ）添加剤
とポリカーボネート樹脂粉末とをスーパーミキサーなどの混合機を用いて予備混合した後
、押出機に供給する方法。（ｉｉｉ）添加剤とポリカーボネート樹脂とを予め溶融混練し
てマスターペレット化する方法。
【０１１８】
　上記方法（ｉｉ）の１つは、必要な原材料を全て予備混合して押出機に供給する方法で
ある。また他の方法は、添加剤が高濃度に配合されたマスター剤を作成し、該マスター剤
を独立にまたは残りのポリカーボネート樹脂と更に予備混合した後、押出機に供給する方
法である。尚、該マスター剤は、粉末形態および該粉末を圧縮造粒などした形態のいずれ
も選択できる。また他の予備混合の手段は、例えばナウターミキサー、Ｖ型ブレンダー、
ヘンシェルミキサー、メカノケミカル装置、および押出混合機などがあるが、スーパーミ
キサーのような高速撹拌型の混合機が好ましい。更に他の予備混合の方法は、例えばポリ
カーボネート樹脂と添加剤を溶媒中に均一分散させた溶液とした後、該溶媒を除去する方
法である。
【０１１９】
　押出機より押出された樹脂は、直接切断してペレット化するか、またはストランドを形
成した後かかるストランドをペレタイザーで切断してペレット化される。更に外部の埃な
どの影響を低減する必要がある場合には、押出機周囲の雰囲気を清浄化することが好まし
い。更にかかるペレットの製造においては、光学ディスク用ポリカーボネート樹脂におい
て既に提案されている様々な方法を用いて、ペレットの形状分布の狭小化、ミスカット物
の低減、運送または輸送時に発生する微小粉の低減、並びにストランドやペレット内部に
発生する気泡（真空気泡）の低減を適宜を行うことができる。これらの処方により成形の
ハイサイクル化、およびシルバーの如き不良発生割合の低減を行うことができる。またペ
レットの形状は、円柱、角柱、および球状など一般的な形状を取り得るが、より好適には
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円柱である。かかる円柱の直径は好ましくは１～５ｍｍ、より好ましくは１．５～４ｍｍ
、さらに好ましくは２～３．３ｍｍである。一方、円柱の長さは好ましくは１～３０ｍｍ
、より好ましくは２～５ｍｍ、さらに好ましくは２．５～３．５ｍｍである。
【０１２０】
　（本発明の樹脂組成物からなる成形品について）
　上記の如く得られた本発明の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物は通常前記の如く製造
されたペレットを射出成形して各種製品を製造することができる。更にペレットを経由す
ることなく、押出機で溶融混練された樹脂を直接シート、フィルム、異型押出成形品、ダ
イレクトブロー成形品、および射出成形品にすることも可能である。
【０１２１】
　かかる射出成形においては、通常の成形方法だけでなく、適宜目的に応じて、射出圧縮
成形、射出プレス成形、ガスアシスト射出成形、発泡成形（超臨界流体の注入によるもの
を含む）、インサート成形、インモールドコーティング成形、断熱金型成形、急速加熱冷
却金型成形、二色成形、サンドイッチ成形、および超高速射出成形などの射出成形法を用
いて成形品を得ることができる。これら各種成形法の利点は既に広く知られるところであ
る。また成形はコールドランナー方式およびホットランナー方式のいずれも選択すること
ができる。
【０１２２】
　また本発明の樹脂組成物は、押出成形により各種異形押出成形品、シート、およびフィ
ルムなどの形で利用することもできる。またシート、フィルムの成形にはインフレーショ
ン法や、カレンダー法、キャスティング法なども使用可能である。さらに特定の延伸操作
をかけることにより熱収縮チューブとして成形することも可能である。また本発明の樹脂
組成物を回転成形やブロー成形などにより成形品とすることも可能である。
【０１２３】
　これにより優れた透明性および耐擦傷性、難燃性を有するポリカーボネート樹脂組成物
の成形品が提供される。即ち、本発明によれば、（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ
成分）１００重量部に対して、（Ｂ）屈折率（ｎｄ）が１．４２～１．６５であるフェニ
ル基含有シリコーンオイル（Ｂ成分）０．０５～３．０重量部、および（Ｃ）難燃剤（Ｃ
成分）０．０１～２０重量部を含有する難燃性ポリカーボネート樹脂組成物を溶融成形し
てなる成形品が提供される。
【０１２４】
　更に本発明の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物からなる成形品には、各種の表面処理
を行うことが可能である。ここでいう表面処理とは、蒸着（物理蒸着、化学蒸着など）、
メッキ（電気メッキ、無電解メッキ、溶融メッキなど）、塗装、コーティング、印刷など
の樹脂成形品の表層上に新たな層を形成させるものであり、通常のポリカーボネート樹脂
に用いられる方法が適用できる。表面処理としては、具体的には、ハードコート、撥水・
撥油コート、紫外線吸収コート、赤外線吸収コート、並びにメタライジング（蒸着など）
などの各種の表面処理が例示される。
【発明の効果】
【０１２５】
　本発明の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物は、透明性に優れ、更に優れた耐擦傷性と
、且つ優れた難燃性とを有することから、各種電子・電気機器（特にテレビ用のベゼル）
、ＯＡ機器、車両部品、機械部品、その他農業資材、搬送容器、遊戯具および雑貨などの
各種用途に有用であり、その奏する産業上の効果は格別である。
【図面の簡単な説明】
【０１２６】
【図１】実施例において使用したベゼルを模した成形品の表側斜視概要図である（縦２５
０ｍｍ×横３００ｍｍ×幅４０ｍｍ×縁の高さ１０ｍｍ、厚み２．０ｍｍ）。
【図２】実施例において使用したピンゲートで成形した成形品の表面側正面概要図であり
、耐擦傷性、透明性測定用サンプルの切り出し部分を示す。
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【図３】実施例において使用したベゼルを模した成形品の裏面側正面概要図であり、リブ
付ボスがある様子を示す。（ボスの形状：外径が６．５ｍｍ、内径が２．５ｍｍ、高さ１
０ｍｍ）
【発明を実施するための形態】
【０１２７】
　本発明者が現在最良と考える本発明の形態は、前記の各要件の好ましい範囲を集約した
ものとなるが、例えば、その代表例を下記の実施例中に記載する。もちろん本発明はこれ
らの形態に限定されるものではない。
【実施例】
【０１２８】
　以下に実施例を挙げて本発明をさらに説明する。なお、評価は下記の方法によった。
（１）耐擦傷性：評価機器として（株）オリエンテック製往復動摩擦摩耗試験機ＡＦＴ－
１５Ｍを使用した。直径１０ｍｍφ、長さ３０ｍｍの円柱の先端に帝人（株）製あっちこ
っちふきんを取り付けた試験片（材質：ポリエステル５０％、ナイロン５０％）を固定側
試験片ホルダーに装着した。
　一方得られたペレットを１００℃で６時間熱風乾燥機により乾燥した後、射出成形機（
住友重機械工業（株）製ＳＧ－１５０Ｕ）により、図１に示すベゼル成形品（ほぼ均一な
肉厚であり、その平均肉厚は２．０ｍｍである）を、シリンダー温度２６０℃、金型温度
６０℃、射出速度は３０ｍｍ／ｓｅｃにて成形を行った。なお、ベゼル成形品のゲートは
４点ピンゲート（ゲート径φ１．５ｍｍ、断面積１．７７ｍｍ２）で実施した。次にかか
る成形品より成形板（長さ４０ｍｍ×幅５０ｍｍ）を切り出し、かかる成形板を往復動作
する台座上に固定した。上記試験片の先端部分をかかる成形板平面部分に、試験片の円柱
軸方向と成形板の平面法線方向が平行となる状態で２００ｇ負荷荷重をかけた状態で接触
させた。かかる接触状態で、２３℃、相対湿度５０％ＲＨの雰囲気中で平面内の１直線上
を１往復２秒の割合で片道１０ｍｍの距離を５０回往復動作させ、試験後の成形板の表面
状態を２，０００～４，０００ｌｘの人工光源下(ＩＳＯ／ＦＤＩＳ　３６６８に基づく)
で３０ｃｍの距離から傷の有無を目視で判断した。
　なお評価は下記の基準に従って実施した。
　○：擦傷発生無　△：やや擦傷発生有　×：擦傷発生有
（２）透明性：「（１）耐擦傷性」と同じ成形板を使用し、測定機に村上色彩技術研究所
製反射・透過率計（ＨＲ－１００型）を使用し、ＡＳＴＭ Ｄ－１００３に準拠してヘー
ズを測定した。
（３）難燃性：ＵＬ規格９４の垂直燃焼試験を、厚み０．８ｍｍおよび２．４ｍｍで行い
その等級を評価した。
【０１２９】
[実施例１～１５、および比較例１～８]
　ビスフェノールＡとホスゲンから界面縮重合法により製造されたポリカーボネート樹脂
パウダーに、表１～表２記載の各種添加剤を各配合量で配合し、ブレンダーにて混合した
後、ベント式二軸押出機（（株）日本製鋼所製：ＴＥＸ３０α（完全かみ合い、同方向回
転、２条ネジスクリュー））を用いて溶融混練しペレットを得た。添加剤はそれぞれ配合
量の１０倍の濃度で予めポリカーボネート樹脂パウダーとの予備混合物をヘンシェルミキ
サーを用いて作成した後、ブレンダーによる全体の混合を行った。押出条件は吐出量２０
ｋｇ／ｈ、スクリュー回転数１５０ｒｐｍ、ベントの真空度３ｋＰａであり、また押出温
度は第１供給口からダイス部分まで２６０℃とした。
【０１３０】
　得られたペレットを１００℃で６時間、熱風循環式乾燥機にて乾燥した後、射出成形機
を用いて、シリンダー温度２６０℃および金型温度６０℃、並びに射速５０ｍｍ／ｓｅｃ
の条件で、長さ１２５ｍｍ、幅１３ｍｍ、厚さが０．８ｍｍおよび２．４ｍｍの難燃性評
価用の成形板を成形した。なお、射出成形機として住友重機械工業（株）製：ＳＧ－１５
０Ｕを使用した。また、「（１）耐擦傷性」および「（２）透明性」に記載の方法で成形
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【０１３１】
　なお、表１～表２中記号表記の各成分の内容は下記の通りである。
（Ａ成分）
ＰＣ－１：ビスフェノールＡおよび末端停止剤としてｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、
並びにホスゲンから界面重縮合法で合成した直鎖状芳香族ポリカーボネート樹脂パウダー
（帝人化成（株）製：Ｌ－１２２５ＷＳ（商品名）、粘度平均分子量２０，９００） 
ＰＣ－２：ビスフェノールＡおよび末端停止剤としてｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、
並びにホスゲンから界面重縮合法で合成した直鎖状芳香族ポリカーボネート樹脂パウダー
（帝人化成（株）製：パンライトＬ－１２２５ＷＸ（商品名）、粘度平均分子量１９，７
００）
（Ｂ成分）
Ｂ－１：屈折率（ｎｄ）が１．５３３のメチルフェニルシリコーンオイル（東レダウコー
ニングシリコーン（株）製、ＳＨ７１０）
（Ｂ成分の比較用）
Ｂ－２：屈折率（ｎｄ）が１．４０４のジメチルシリコーンオイル（東レダウコーニング
シリコーン（株）製、ＳＨ２００）
（Ｃ成分）
Ｃ－１：ビスフェノールＡビス（ジフェニルホスフェート）を主成分とするリン酸エステ
ル（大八化学工業（株）製、ＣＲ－７４１（商品名））
Ｃ－２：メガファックＦ－１１４Ｐ（商品名）（大日本インキ化学（株）製、パーフルオ
ロブタンスルホン酸カリウム塩）
（Ｄ成分）
Ｄ－１：ポリフロンＭＰＡ　ＦＡ５００（商品名）（ダイキン工業（株）製、ポリテトラ
フルオロエチレン）
Ｄ－２：ポリテトラフルオロエチレン含有混合粉体　メタブレン Ａ３７５０（商品名）
（三菱レイヨン（株）製、該ポリテトラフルオロエチレン系混合体は、ポリテトラフルオ
ロエチレンおよびアクリル系共重合体からなる混合物（ポリテトラフルオロエチレン含有
量５０重量％））
（その他）
ＳＬ：リケマールＳＬ９００（商品名）（理研ビタミン（株）製飽和脂肪酸エステル系離
型剤）
ＴＭＰ：ＴＭＰ（商品名）（大八化学工業（株）製リン系安定剤）
【０１３２】
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【０１３３】
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【表２】

【０１３４】
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　上記表１～表２から明らかなように、本発明の難燃性ポリカーボネート樹脂組成物は透
明で且つ耐擦傷性に優れ、更に優れた難燃性を有することが分かる。
【符号の説明】
【０１３５】
１　　ベゼルを模した成形品本体
２　　鏡面部
３　　ゲート　（ピンゲート４個所　１．５ｍｍφ）
４　　耐擦傷試験用サンプル切り出し位置
５　　リブ付ボス　（外径が６．５ｍｍ、内径が２．５ｍｍ、高さ１０ｍｍ）

【図１】

【図２】

【図３】
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